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市ｒ大１事業所の事業継続と雇ＪＩ維持のために

新１１コロナウイルス感染拡大防止のための緊急経済対策の実施について

日頃より、新潟市の事業にご協力賜り、 心より御ネし 串し上げます。

この度、 新？ｌコロナウイルス感染症により経営に影響を受ける事業者への支援策をとりまと

め、 専決処分により実施します。

４Ｊ≡ｊ　２１　日付の新潟県の緊急事態措置とともに、 本市における感染拡大防止を徹底する

ため、下記の協力金を設けるほか、 「雇 」≡ＦＩ 調整助成金」 の禾｜Ｊ Ｊ≡目を促す制度も新設し、市 Ｆ大１

事業者の事業の継続と雇Ｊ≡目の維持を回ります。

会員事業所様への周知にご協力くださいますよう、お願いします。

記

１「新・市Ｓ染ｔ大「りｉ止に自けた售准商間縦縮協力台東業」（苞鴦海、策Ｓ）　 ＼資｀駱 １１
新潟県からｉされた施設の使Ｊ≡目 イ享止等の協力要請に応じる氣象施設等のうち、 本市にお

ける感染拡大防止を徹底するため、 営業時間の短縮等にご協力いただいた飲食店等を対

象に、協 力金を支給します。

２。 「新潟市テナント等家賃減額協力金事業」（産業政策課） ｜資翦２１
新潟県から出された施鼈の使ＪＩ停止等の協力Ｒ請に応じる孰象施設等のうち、 市Ｆ大１店舗

等の家賃の減額にご協力いただく不動産オーナーを氣象に、協力金を支給します。

３。 「雇用調整助成金利用促進事業」（雇用政策課） １貴翦３１
新２ｍコロナウイルス感染症による影響に伴う休業により、従業員を休業させる事業主の負

担を軽減し、 雇Ｊ≡目 の維持を回るため、ｍの「雇用調整助成金」 に市独自 の上乗せ助成を

行うとともに、国への 串請に際し社会保険労務ｔを活ＪＩ する場合の手数料の一部を補助

します。

じ問い合わせ ：産業政策課（担 当： 大籏 ・菅 Ｅ日）雇夕目政策課（担当： 竹串 一日ヨ中）

ＴＥ Ｌ： ０２５－２２６－ へ６ へ０ （直ａ）

ＴＥＬ： ０２５－２２６－２１４９（直通） ］
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新潟県からｉされた施設の使Ｊ１１停止等の協力Ｒ請に応じる氣象施設のうち、 営業時間の短縮

（休業を含む）に協力する飲食店等を氣象に、協力金を支給します。

２。 内容

（１ ）対象者

中小企業および個人事業ｔであって、新潟県における「新型コロナウイルス感染拡大防止

のための施設の使ＪＩ イＩ辱止等の協力要請」にＥ載された食事提供施設のうち、県の協力ｔ獵に

応じて新気市ちの店舗の営業時間短縮（休業を含む）をＲつている事業者等

※宅配・ テイクアウトサービス事業者を除く。

※が象となる事業者の具体側については、詳細が決まり次第、 ＳＩ』途おタミロらせします。

（２）支給額

１事業所あたり１ ０万円

（新気市Ｆ大１の複数の店舗でき業嶌聞の寉颱（休業を急む）をしている事業き ２０ 万円）

３。 スケジュール

詳細む表

串請受付開始

支給開始

５Ｊ≡１ 上旬 ｀勞、決まり次第市のホームページに掲載します

５Ｊ≡１ 上～ キ旬

５Ｊ≡１ 中～下旬（串請受イ才から概ね １き間程度）

４。 お問い合わせ

市役：所コールセンターＴＥＬ ：０２５　－　 ２４３　－　 ４８９４　（４ Ｊ≡１２７日 から）

担当 ：経済部産業政策謀電話： ０２５－２２６－１６へ０
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１．概

新潟県から皀された施設の使Ｊ１１停止等の協力Ｒ請に応じる対象施設のうち、 休業等に協力す

る市内店舗等の家賃の減額にご協力いただく不動産オーナーに対して、 協力金を支給します。

２。 内容

（１ ）対象者　　 対象となるテナント等の家・を減額 ・たはした貸主（不鷙まオーナー）

（２）対象となるテナント等

次のいずれかに該当すること

①新気県における 「新型コロナウイルス感染拡大に止のための施ａの使ＪＩ停止等の協力Ｒ

請」を受け、 休業ま請に応じた、中小を業・ 小規模事業者が経営する市 Ｆ大１の事業所

②新潟県における「新型コロナウイルス感染拡大防止のための施設の使」≡目停止等の協力Ｓ

請」を受け、 営業時間の短縮Ｓ請（休業を含む）に応じた、中小企業・ 小規模事業者が経

営するきＳ屋を含めた市ｒ大１ の飲食店等

（３）支給額

令和 ２年 ２夕１から５ Ｊ≡Ｘまでの聞に、契約書により確認できるテナント等の家賃を減額した

金額の３ 分の ２相当額（貸主１ 人当たり上限額２０万Ｆ９）

Ｘ２ １に遡って減額した場合も対象となります。

３。 スケジュール

詳細む表

串請受付開始

支給開始

５タモｌ 上旬 ｀％、決まり次第市のホームページに掲載します

５　ＪＥミ｜ 上～中旬

５Ｊヲｌ 中～下旬（串請受付から概ね１ 週間程度）

４。 お問い合わせ

市を所コールセンター ＴＥＬ： ０２５　－　 ２４３　－　 ４８９４　（４ Ｊ≡１２７日 から）

担ｌｌ： 経済部産業政策課 電話：０２５－２２６－へ６１０
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新ｌｌコ ロナウイルス感染症の影響に伴う休業により、従業員を休業させる事業生の負担を軽

減し 、雇Ｊｌｌの維持を回 るた め、 Ｉの 「雇 Ｊｌｌ調整助成金」に市独自の上乗せｌ］成をｆｉう ととも

に、 １への串請の際に社会保険労務士を活ｍ した場合の手数料の一部を補助 します。

１： 金の

（Ｏ　ｒ・・ｌ　ｌＳ，１１！ｌｌａ・・　　　 イプ

⇒ＪｉＪ≡目調整助成ｔ。が「助成率９／１ ０」 となる中小吏業へ、
｀Ｗ・一一・ Ｗ’ ＵＭ りー ●－ＩＷ Ｉ』’－ 〃ｊ 』’ Ｗｊ・

国の助成額の １／９を助成するもの

（２）ｌ・ＳＩＳ１１１ｊｌａＳＩＳ　Ｂタイ

⇒ＪｉＦ目調整助成ｔ串請を社会保険労務士に依頼した際に、

必Ｓな手数料の一部を補助するもの

１’】

対象となる

事業所の

まな条件

ｌ躙　助成金利用儒道

イブ

・市内に圭たる事業所があるｑ＝１小企業

一新・コ ロナウイルス感染症のＳ響に伴う

休業によ り、 緊急対応期間の雇ｍ調整助成

金の交付決定を受け、 かつ雇Ｊｌｌ調整助成金

の助成率９／ １０の事業所であること

対象経費　 休業手当とｍｍ金のを額

補勅額

・国の助成額の１ ／９

・１ 事業Ｆりｉあたり上限２０ ０万Ｆエ１

雇用躙　助成金利用促進

Ｂタイプ

・市｜大ｌに圭たる事業所がある中小企業

一新ｌｌ コロ ナウイルス感染症のＳ響に伴

う休業により 雇Ｊｉｌ調整助成金の交付決定

を受 けて いる こと

雇ＪＩ調整助成金の串請（計画届含む）に

要する社労ｔへの手数料

・Ｍ象経費の １０／１０

・１ 事業所あたり上限 １０万ＦＩ

（１ 回限 り）

＜Ａ　 イプ・Ｂ　 イプ両方の利・が可能ですン
ＷＳＫ

必要な書類ａび串請手続きの方法等の詳細は、近 日ｌ＝ＦＩに新潟市ホームページでお知 らせ します
一一　－

【ｌ！Ｉ　受付開始】ｔ加２年５ ＪＥ１７ 日（ 木）～

※国の「雇ＩＥ目調整助成金」の交付決定箋に串請可能となります。

【問い合わせ】市・所コールセンターＴＥＬ ：０２５－２４３－４８９４（ ４　Ｊ１　２７　日から）

担当 ：経済部 こ■政’：－^．ｙｌ 。らし推進室 ＴＥＬ： ０２５－ ２２６－ ２１ ４９


